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はじめに 
 

日頃よりアフラックペット少額短期保険に格別のご理解とご支援を賜り、 
厚く御礼申し上げます。 
このたび、ディスクロージャー誌 「アフラックペット少額短期保険株式会社 
の現状2024」 を作成しました。 
本誌が当社をご理解いただくうえで、皆さまのお役に立てれば幸いです。 

 

 

会社概要（2024 年 7月 1 日現在） 

  

 

当社の沿革 

 
 

  

社名 アフラックペット少額短期保険株式会社 

資本金 10億3,500万円 
株主 アフラック生命保険株式会社（100%出資） 
所在地 東京都新宿区西新宿2-1-1 新宿三井ビル16階 
登録番号 関東財務局長（少額短期保険）第108号 

2022年11月 少額短期保険業の準備会社として設立 

2022年12月 少額短期保険業者登録 
2022年12月 アフラックペット少額短期保険株式会社に社名変更 
2023年1月 営業を開始 
2023年1月 ペッツベスト少額短期保険株式会社から保険契約の移転 
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当社の企業理念 
1. 新たな価値の創造 
多様性と独創性溢れる人間集団として、パイオニア精神をもって常に社会的課題を先取りし、新たな価値の創造に努める。 
 
2. お客様第一 
お客様のニーズに合致した商品と最善のサービスを常に最良の価格で提供し、お客様のことを親身になって考える業務運営を
実践し続けることで、お客様の信頼を高め、社会からの厚い信認を獲得する。 
 
3. 人間尊重 
社員、アソシエイツをはじめとするビジネスパートナーも含めたすべての人々を尊重し、事業と個人双方の継続的な成長を実現
することでステークホルダーの負託に応える。 
 

4. 高い倫理観 

企業活動および業務遂行にあたっては、日米両国の法令等の遵守（コンプライアンス）はもとより、公平・正直・誠実など、道
理正しく高い倫理観をもって行動することで、企業としての社会的責任を果たす。 

 

代表取締役社長メッセージ 

ペットと人が共存共栄し、ともに幸せに生きていくことができる社会 
 
私もペットと暮らしています。 
ペットと共に暮らすことは、私たちの人生をとても豊かにしてくれ、たくさんの気づきを得ることができます。 
大切な家族であるペットにできる限りのことをしてあげたいと思われる皆さまのために、私たちの保険は存在します。 
私たちは、ペット保険を通じて、ペットの健康はペットと暮らす方々の健康にも好影響を与えるという「ワンヘルス」(One Health)
を実現し、 
アフラックのブランドプロミスである「『生きる』を創る。」を叶えてまいります。 
当社は、皆さまのペットを思いやる気持ちをしっかりと保険の補償という形にして、皆さまにお届けしたいと考えています。 
そして、ペットと飼い主の皆さまのみならず、獣医師の方々のサポートをすることで、 
ペットと人が共存共栄し、ともに幸せに生きていくことができる社会を目指します。 
 

2024年7月 
アフラックペット少額短期保険株式会社 

代表取締役社長 有働 知恵美 
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コーポレートデータ（会社概要） 

１． 役員及び会計監査人の状況（2024 年 7 月 1 日現在） 

 
会計監査人については、2023年4月10日付で有限責任あずさ監査法人が就任。当社は、2023年度 (2023年 4 月 1
日より 2024 年 3 月 31 日まで)の貸借対照表、損益計算書および株主資 本等変動計算書等について、会社法第 436 条
第 2 項第 1 号の規定に基づき、同社による監査を受け、監査報告書を受領しています。 

  

氏名 地位及び担当 その他（兼任の状況等） 

有働 知恵美 代表取締役社長 ― 

伊藤 道博 取締役 

アフラック生命保険株式会社 執行役員 
アフラック・ハートフル・サービス 株式会社 代表取締役社長 
アフラック企業年金基金 理事長 
アフラック健康保険組合 理事長 

赤池 政彦 取締役 

アフラック生命保険株式会社 関連事業部長 
アフラック保険サービス株式会社 取締役 
アフラック収納サービス株式会社 取締役 
アフラック・ハートフル・サービス株式会社 取締役 
ツーサン株式会社 取締役 
アフラックデジタルサービス株式会社 取締役 

鈴木 信人 常勤監査役 アフラック収納サービス株式会社 監査役 

男澤 顕 社外監査役 アフラック少額短期保険株式会社 社外監査役 

及川 富美子 社外監査役 渥美坂井法律事務所・外国法共同事業 シニアパートナー 
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２． 株式の状況（2024 年 7 月 1 日現在） 

（１）株式数  
発行可能株式の総数 300,000株 
発行済株式の総数 231,000株 

 
（２）株主数 

2023年度末株主数 1名 
 

（３）株主  
 

株主 保有株数 保有割合 

アフラック生命保険株式会社 231,000株 100% 

 

 

３． 組織図（2024 年 7 月 1 日現在） 
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当社の取り組み（事業報告） 

１． 2023 年度における当社の事業概況 

当社は、ペット保険事業を通して、社会と共有できる新たな価値の創造を実現するため、2022年11月
16日にアフラックペット少額短期準備株式会社という商号でアフラック生命保険株式会社の完全子会社として
設立され、同年12月22日に少額短期保険業者としての登録を完了（関東財務局長（少額短期保
険）第108号）したことを受け、同年 12月23日に現在の商号に変更し、2023年1月30日に少額短
期保険事業を開始しました。 
 

当社は、保険業法に基づき保険管理人の管理下にあったペッツベスト少額短期保険株式会社（以下
「PB社」という）から2023年1月31日にすべての保険契約の包括的な移転を受け、顧客基盤を引き継ぐ
とともに、保険金が未払いになっているお客様への支払い業務を開始しました。この未払いとなっていた保険金の
支払いについては、本事業年度中に完了し、停止していた保険料の収納も再開することで、移転を受けた保
険契約に関する業務を正常化させました。 

 
当社は、トゥルーパニオン・インコーポレーテッド（以下「トゥルーパニオン」という）との合弁会社として事業を開

始する予定でしたが、トゥルーパニオンの合弁事業に関する方針変更及びこれに伴う再検討などの要因もあり、
当初予定していたペット保険事業の本格展開を中止するとの判断に至りました。 

 ご契約者保護の観点から、当社はPB社から引き継いだ保険契約に関しては、満期まで契約を継続のう
え、一定期間については、ご契約者のご希望に応じて更新を行う予定です。 
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２． リスク管理態勢 

生命保険会社の子会社として、また少額短期保険事業者として、財務の健全性を確保し、リスクを事業全体
としてコントロールすることにより企業価値を向上させ、また、事業目標の達成に資することを目的として、アフラック・
インコーポレーテッドの統合的リスク管理（Enterprise Risk Managementあるいは ERM）態勢の下で、アフラ
ック生命が構築および維持する子会社を含めた統合的リスク管理態勢と整合的なリスク管理態勢を整備および
確保し、適切なリスク管理を実行します。 

 

３． 法令等遵守（コンプライアンス）に係る方針 

当社は、企業活動や業務遂行において適切性および健全性を確保し、アフラック生命保険株式会社の子会
社である少額短期保険業者としての社会的責任と公共的使命を全うするために、日米両国の法令等の遵守を
すべてに対して常に優先することを企業理念と行動指針に掲げています。以下のとおり、「コーポレートガバナンス基
本方針」において法令等遵守（コンプライアンス）に係る方針を定め、法令等遵守態勢を整備し、またそれを維
持します。 
 

企業活動や業務遂行において適切性および健全性を確保し、生命保険会社の子会社としての、また少額
短期保険事業者としての社会的責任と公共的使命を全うするために、日米両国の法令等の遵守をすべてに
対して常に優先することを企業理念と行動指針に掲げ、法令等遵守、利益相反のおそれのある取引の管理、
反社会的勢力との関係遮断等に係るコンプライアンス態勢を整備および確保する。 

相互に整合するアフラック・インコーポレーテッドの行動倫理憲章およびアフラック生命の行動倫理憲章と整合
する当社の行動倫理憲章を策定してすべての役職員に遵守させる。 

 

４． 指定紛争解決機関 

当社は、一般社団法人日本少額短期保険協会との間で、紛争解決等業務に関する契約を締結しておりま
す。 

一般社団法人日本少額短期保険協会が運営する「少額短期ほけん相談室」は、少額短期保険に関する
様々なご相談、苦情、ご照会を受け付けており、公正かつ中立な立場から少額短期保険業者との和解の斡
旋・解決支援を行っています。 

また、一般社団法人日本少額短期保険協会では、弁護士・学識経験者・消費者相談員等によって構成さ
れる「裁定委員会」を設置しており、苦情を受け付けてから１か月を経過した後も未解決の案件につきましては、
ご契約者または業者の申し立てにより「裁定委員会」を開催し、和解の仲介・裁定（和解案の作成）を行って
います。 
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なお、申し立てに係る請求内容については、審理の結果、和解に至らなかった場合でもその旨の通知を受けた
日から1か月以内に訴訟を提起した場合、裁定委員会が申し立てを受け付けたときにさかのぼって時効が中断
します。 
 
※詳細は、一般社団法人日本少額短期保険協会のホームページをご参照ください。 

一般社団法人日本少額短期保険協会ホームページ 
https://www.shougakutanki.jp/ 
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業績データ（主要な業務の状況・経理の状況）   

１．直近３事業年度における主要な業務の状況を示す指標 

                                                 （単位︓千円） 

 

※従業員数は、出向割合50%未満の出向者を除きます。また、派遣社員は含みます。 

 
 
 
 
 
 
 
 

項目 2021年度 2022年度 2023年度

経常収益　 - 84,374 767,392

経常利益　 - △ 179,864 △ 737,592

当期純利益 - △ 179,960 △ 1,543,267

資本金 - 250,000 1,035,000

発行済株式の総数 - 74,000株 231,000株

純資産額 - 560,334 595,538

総資産 - 1,288,885 903,298

責任準備金残高 - 44,944 41,615

有価証券残高 - - -

ソルベンシー・マージン比率 - 22,119.2% 2,196.7%

配当性向 - - -

従業員数 - 18名 27名

正味収入保険料の額 - 9,849 271,156
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２．直近２事業年度における主要な業務の状況を示す指標  

（１）主要な業務の状況を示す指標等 
 ①正味収入保険料                                                      (単位︓千円) 

※正味収入保険料とは、元受正味保険料から出再契約の支払再保険料を控除したものをいいます。 
 

②元受収入保険料                                                  （単位︓千円） 

                                       
※元受収入保険料とは、元受保険料から元受解約返戻金および元受その他返戻金を控除したものをいいます。 
 

③支払再保険料  
      該当ありません。 
 

④保険引受利益                                                   （単位︓千円） 

                                           
※保険引受利益とは、保険引受収益から保険引受費用と保険引受に係る営業費及び一般管理費を引いて、その他収支
（保険引受に係るもの）を足して算出したものをいいます。 
 

⑤正味支払保険金                                                                                                                        （単位︓千円） 

 
※正味支払保険金とは、元受正味保険金から回収再保険金を控除したものをいいます。 
 

⑥元受支払保険金                                                  （単位︓千円） 

※元受正味保険金とは、元受契約の支払保険金から、元受保険金戻入を控除したものをいいます。 
 

➆回収再保険金 
    該当ありません。 

項目・年度 2022年度 2023年度

ペット保険 9,849 271,156

合計 9,849 271,156

項目・年度 2022年度 2023年度

ペット保険 9,849 271,156

合計 9,849 271,156

2022年度 2023年度

ペット保険 △ 147,868 △ 618,016

合計 △ 147,868 △ 618,016

項目・年度 2022年度 2023年度

ペット保険 73,306 746,020

合計 73,306 746,020

項目・年度 2022年度 2023年度

ペット保険 73,306 746,020

合計 73,306 746,020
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（２）保険契約に関する指標 
①契約者配当金の額 

    該当ありません。 
 

②正味損害率、正味事業費率及びその正味合算率 

 
 

③出再控除前の元受損害率、元受事業費率及び元受合算率 

 
 

④出再先保険会社の数と出再保険料の上位５社の割合 
該当ありません。 
 

⑤支払再保険料の格付ごとの割合 
該当ありません。 
 

⑥未収再保険金の額 
該当ありません。 

 

（３）経理に関する指標等 
①支払備金                                                        （単位︓千円） 

 
 

②責任準備金                                                     （単位︓千円） 

 
 

③利益準備金及び任意積立金の区分ごとの残高 
該当ありません。 

正味損害率 正味事業費率 正味合算率 正味損害率 正味事業費率 正味合算率

ペット保険 744.3% 1,801.8% 2,546.1% 275.1% 269.8% 544.9%

合計 744.3% 1,801.8% 2,546.1% 275.1% 269.8% 544.9%

項目・年度
2022年度 2023年度

元受損害率 元受事業費率 元受合算率 元受損害率 元受事業費率 元受合算率

ペット保険 744.3% 1,801.8% 2,546.1% 275.1% 269.8% 544.9%

合計 744.3% 1,801.8% 2,546.1% 275.1% 269.8% 544.9%

項目・年度
2022年度 2023年度

項目・年度 2022年度 2023年度

ペット保険 633,888 157,568

合計 633,888 157,568

項目・年度 2022年度 2023年度

ペット保険 44,944 41,615

合計 44,944 41,615
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④損害率の上昇に対する経常利益または経常損失の額の変動     （単位︓千円） 

 
 

（４）資産運用に関する指標等 
①資産運用の概況                                                     （単位︓千円） 

 
 

②利息配当収入の額及び運用利回り                                     
該当ありません。 

 
③保有有価証券の種類別の残高および合計に対する構成比  
該当ありません。 

 
④保有有価証券の種類別の利回り  
該当ありません。 

 
⑤保有有価証券の種類別の残存期間別残高  
該当ありません。 

 

（５）責任準備金の残高の内訳 
①2022年度                                                                                                                                                              (単位︓千円）                                                                                                                                                                                                   

 
 
②2023年度                                                                                                                                  （単位︓千円） 

 
 
                                                   

損害率の上昇仮定

2022年度 2023年度

経常損失の増加額 - 2,907

発生損害率が1％上昇すると仮定します。

計算方法
正味既経過保険料×1％

金額 構成比 金額 構成比

預貯金 491,865 38.2% 866,134 95.9%

金銭信託 - - - -

有価証券 - - - -

運用資産計 491,865 38.2% 866,134 95.9%

総資産 1,288,885 100.0% 903,298 100.0%

項目・区分
2022年度 2023年度

種　目 普通責任準備金 異常危険準備金 契約者配当準備金 当期末責任準備金

ペット保険 44,649 295 - 44,944

合計 44,649 295 - 44,944

種　目 普通責任準備金 異常危険準備金 契約者配当準備金 当期末責任準備金

ペット保険 32,848 8,767 - 41,615

合計 32,848 8,767 - 41,615
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（６）時価情報等（取得価額または契約価額、時価および時価損益） 
有価証券 

①売買目的有価証券 ················································ 該当ありません。 
②満期保有目的の債券 ·············································· 該当ありません。 
③子会社株式及び関連会社株式 ································· 該当ありません。 
④その他有価証券 ····················································· 該当ありません。 

金銭の信託 ·································································· 該当ありません。 
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３．経理の状況 

（１） 貸借対照表                                                          （単位︓千円） 

 

金額 構成比 金額 構成比

（資産の部）

現金及び預貯金 491,865 38.2%                 866,134 95.9%

預貯金 491,865 38.2%                 866,134 95.9%

有形固定資産 22,201 1.7%                            -                            -

建物 18,947 1.5%                            -                            -

その他の有形固定資産 3,254 0.3%                            -                            -

無形固定資産 717,311 55.7%                            -                            -

のれん 661,261 51.3%                            -                            -

その他の無形固定資産 56,050 4.3%                            -                            -

その他資産 47,507 3.7%                   27,163 3.0%

未収金 40 0.0%                         10 0.0%

未収保険料 23,235 1.8%                    2,138 0.2%

前払費用 2,244 0.2%                    2,974 0.3%

預託金 21,986 1.7%                   21,986 2.4%

その他の資産                            -                            -                         53 0.0%

供託金 10,000 0.8%                   10,000 1.1%

資産の部合計 1,288,885 100.0%                 903,298 100.0%

（負債の部）

保険契約準備金 678,833 52.7%                 199,184 22.1%

支払備金 633,888 49.2%                 157,568 17.4%

責任準備金 44,944 3.5%                   41,615 4.6%

代理店借 1,103 0.1%                            -                            -

その他負債 48,909 3.8%                 117,342 13.0%

未払法人税等 96 0.0%                       950 0.1%

未払費用 39,244 3.0%                 104,101 11.5%

預り金 1,425 0.1%                    4,148 0.5%

資産除去債務 8,143 0.6%                    8,143 0.9%

負債の部合計 728,846 56.5%                 316,527 35.0%

（純資産の部）

資本金 250,000 19.4%              1,035,000 114.6%

資本剰余金 490,000 38.0%              1,275,000 141.1%

利益剰余金 △ 179,960 △14.0% △ 1,723,228 △190.8%

その他利益余剰金 △ 179,960 △14.0% △ 1,723,228 △190.8%

株主資本合計 560,039 43.5%                 586,771 65.0%

純資産の部合計 560,039 43.5%                 586,771 65.0%

負債及び純資産の部合計 1,288,885 100.0%                 903,298 100.0%

科目
2022年度 2023年度
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(貸借対照表に関する注記) 
2022年度 2023年度 

1.固定資産の減価償却の方法 
(1)有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、建物については定額法）を採用しています。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物及び構築物        8年～15年 
工具、器具及び備品   ４年～15年 

(2)無形固定資産（リース資産を除く） 
顧客基盤については償却期間 10 年にて定額法で償却していま
す。 
なお、取得価額が10万円以上20万円未満のものについては、
3年間で均等償却を行っています。 

 
2.消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

ただし、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰
延消費税等については、前払費用に計上し5年で均等償却し、
繰延消費税等以外のものについては、発生年度に費用処理をして
います。 
 

3.責任準備金は、保険業法施行規則第211 条の46 の規定に基
づき保険料及び責任準備金の算出方法書（保険業法第272
条の2第2項第4号）に記載された方法に従って計算した金額
を計上しています。責任準備金のうち異常危険準備金については、
保険業法施行規則第 211 条の 46 に基づき、保険契約に基づく
将来の債務を確実に履行するため、将来発生が見込まれる危険に
備えて積み立てています。なお、責任準備金については、保険業法
第 121 条第１項及び保険業法施行規則第 211 条の 51 に 基
づき、毎決算期において責任準備金が適正に積み立てられている
かどうかを、保険計理人が確認しています。 

 
4.会計上の見積りに関する事項は以下の通りです。 
（支払備金） 
(1)当事業年度の計算書類に計上した金額 
当事業年度の貸借対照表の「支払備金」に633,888千円計上
しています。 

(2)会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 
①算出方法 
支払事由の発生の報告があった保険契約のうち、請求内容が確定し
ているものについては、支払事由の報告内容、保険契約の内容及び
損害調査内容等に基づき個別に支払見込額を計上しています。ま
た、支払事由の発生の報告があったものの、請求内容が未確定のもの
については、過去の支払実績を基に平均単価を算定したうえで、期末
日時点の未払件数に乗じることにより算定しています。このほか、保険
契約に規定する支払事由が既に発生しているものの、まだ支払事由の
発生の報告を受けていないものについては、過去の支払実績等を勘案
して算出した最終損害見積額等に基づき計上しています。 
②翌事業年度の計算書類に与える影響 
上記、過去の支払実績から算出した平均単価による見積りには不
確実性が含まれているほか、損害調査の進展や新たな事実等の
発生により、保険金等の支払額や支払備金の計上額が当初の見
積りから変動する可能性があります。 
 

5.有形固定資産の減価償却累計額は、788千円です。 
 
 
 

1.固定資産の減価償却の方法 
(1)有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、建物については定額法）を採用しています。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物及び構築物        8年～18年 
工具、器具及び備品   ４年～15年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 
 同左 
 
 
 
 

2.同左  
 
 
 
 

 
3.同左 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.会計上の見積りに関する事項は以下の通りです。 
（支払備金） 
(1)当事業年度の計算書類に計上した金額 
当事業年度の貸借対照表の「支払備金」に157,568千円計上
しています。 

(2)会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 
①算出方法 
支払事由の発生の報告があった保険契約のうち、請求内容が確定し
ているものについては、支払事由の報告内容、保険契約の内容及び
損害調査内容等に基づき個別に支払見込額を計上しています。 
このほか、保険契約に規定する支払事由が既に発生しているものの、
まだ支払事由の発生の報告を受けていないものについては、過去の支
払実績等を勘案して算出した最終損害見積額等に基づき計上してい
ます。 
 
 
②翌事業年度の計算書類に与える影響 
上記、損害調査の進展や新たな事実等の発生により、保険金等
の支払額や支払備金の計上額が当初の見積りから変動する可能
性があります。 
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2022年度 2023年度 
6.支払備金の内訳 

支払備金（出再支払備金控除前）             633,888千円 
同上に係る出再支払備金                                        ― 
差引                                  633,888千円 

 
7.責任準備金の内訳 

普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 44,649千円 
同上に係る出再責任準備金                     ― 
差引（イ）                                                   44,649千円 
異常危険準備金（ロ）                                      295千円 
計（イ＋ロ）                                                44,944千円 

 
8.のれんは償却期間10年にて定額法で償却を行っています。 
 
 
9.金融商品に関する注記 
(1)金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金に限定し、事業を行う
ための必要な資金は新株発行による直接金融によって調達してい
ます。 

(2)金融商品の時価等に関する事項 
預貯金、未収金等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に
近似することから、注記を省略しています。 

 
10.税効果会計に関する注記 
繰延税金資産の発生の主な原因は繰越欠損金です。なお、繰延
税金資産の回収が見込めないことから全額評価性引当額を計上し
ています。 

 
11.企業結合等関係 
事業譲受による企業結合 
(1)企業結合の概要 
①事業譲受の相手先企業の名称及び事業内容 

事業譲受の相手先企業の名称 ペッツベスト少額短期保険株式会社 
取得した事業の内容        ペット保険事業 

②企業結合を行った主な理由 
成長期待の高い日本のペット保険市場に参入するために、ペッツ
ベスト少額短期保険株式会社の保険契約の移転を受けることで
顧客基盤を引き継ぎ、速やかにペット保険事業を開始することで
す。 

③企業結合日 
2023年1月31日 

④企業結合の法的形式 
現金を対価とする事業譲受 

⑤取得企業を決定するに至った主な根拠 
当社が現金を対価として事業の譲受を行ったためです。 
 

(2)当会計年度に含まれる譲受事業の業績の期間 

5.支払備金の内訳 
支払備金（出再支払備金控除前）             157,568千円 
同上に係る出再支払備金                                        ― 
差引                                  157,568千円 

 
6.責任準備金の内訳 

普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 32,848千円 
同上に係る出再責任準備金                     ― 
差引（イ）                                                   32,848千円 
異常危険準備金（ロ）                                    8,767千円 
計（イ＋ロ）                                                41,615千円 

 
7.同左 
 
 

8.金融商品に関する注記 
同左 

 

 

 

 

 

9.税効果会計に関する注記 
同左 
 
 

10.企業結合等関係 
企業結合に係る暫定的な会計処理の確定 
2023 年 1 月 31 日に行われたペッツベスト少額短期保険株式会社
からの事業譲受について前事業年度において暫定的な会計処理を行
っておりましたが、当事業年度に確定しております。この結果、暫定的に
算定されたのれんの金額 672,469 千円は、会計処理の確定により
1,666 千円増加し、674,135 千円となっております。なお、当事業年
度においてのれんの金額をすべて減損しております。 
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2022年度 2023年度 
2023年1月31日から2023年3月31日まで 

(3)取得した事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 
取得の対価 現預金  0千円 
取得原価         0千円 

(4)発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 
①発生したのれんの金額 

672,469千円 
なお、のれんの金額は当事業年度末において、暫定的に算定され
た金額です。 

②発生原因 
早期にペット保険事業に進出するために、当該保険負債を引き
受けてもなお享受が見込まれる将来市場への事業進出の機会 

③償却方法及び償却期間 
10年間にわたる定額法 

(5)企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにそ
の主な内訳 
資産合計        70,398千円 
負債合計       742,867千円 
なお、引き受けた負債の額は、一部の保険金請求の査定が未了の
ため、暫定的に算定された金額です。 

(6)のれん以外の無形固定資産に配分された金額およびその主要な
種類別の内訳ならびに全体および主要な種類別の加重平均償却期
間   
顧客関係資産 57,000千円 
償却期間          10年 

 
12. 1株当たりの純資産額は、7,568円 9銭です。 
 
13. 重要な後発事象に関する注記 
（新株発行の決議） 
当社は、2023年4月24日開催の株主総会において、アフラック生
命保険株式会社を引受先とする株主割当の方法により、普通株式
76,300株を発行することを決議し、2023年4月28日に払込みが
完了しています。 
(1)増資の目的 

財務基盤の強化を図ること 
(2)増資の内容 
① 発行する株式の種類及び数 普通株式  76,300株 
② 発行価額１株につき 10,000円 
③ 発行総額 763,000千円 
④資本組入額の総額 381,500千円 
⑤ 払込期日2023年4月28日 
⑥資金の使途 少額短期保険事業における運転資金 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
11. 1株当たりの純資産額は、2,540円14銭です。 
 
12.重要な後発事象に関する注記 
該当事項はありません。 
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（２） 損益計算書                                                               （単位︓千円） 

 
  

科　　　目 2022年度 2023年度

経常収益 84,374 767,392

保険料等収入 9,853 286,024

保険料 9,853 286,024

支払備金戻入額 74,521 477,986

責任準備金戻入額 - 3,328

資産運用収益 - -

その他経常収益 - 53

経常費用 264,239 1,504,984

保険金等支払金 73,311 760,887

保険金 73,306 746,020

解約返戻金 4 14,856

その他返戻金 - 10

責任準備金等繰入額 11,109 -

責任準備金繰入額 11,109 -

事業費 177,459 731,608

営業費及び一般管理費 147,821 624,468

税金 16,690 49,750

減価償却費 12,946 57,389

その他経常費用 2,358 12,487

その他の経常費用 2,358 12,487

経常利益 △ 179,864 △ 737,592

特別利益 - -

特別損失 - 804,725

税引前当期純利益 △ 179,864 △ 1,542,317

法人税及び住民税 96 950

法人税等調整額 - -

法人税等合計 96 950

当期純利益 △ 179,960 △ 1,543,267
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(損益計算書に関する注記) 
2022年度 2023年度 

1.収益及び費用に関する内訳 
(1)正味収入保険料 
保険料、再保険返戻金及び 
その他再保険収入の合計額                9,853千円 
再保険料及び解約返戻金等の合計額             4千円 
差引                                                                 9,849千円 
 

(2)正味支払保険金 
保険金等                         73,306千円 
回収再保険金                             ― 
差引                            73,306千円 
 

(3)支払備金繰入額(△は支払備金戻入額） 
支払備金繰入額 
（出再支払備金繰入額控除前）       △74,521千円 
同上に係る出再支払備金繰入額                ― 
差引                         △74,521千円 
 

(4)責任準備金繰入額(△は責任準備金戻入額） 
普通責任準備金繰入額 
（出再責任準備金繰入額控除前）                10,813千円 
同上に係る出再責任準備金繰入額               ― 
差引（イ）                        10,813千円 
異常危険準備金繰入額（ロ）             295千円 
計（イ＋ロ）                       11,109千円 

 
2.重要な収益及び費用の計上基準 
(1)保険料収入に係る収益計上 
保険料のうち初回保険料は、原則として収納があり、保険契約上
の責任が開始しているものについて、収納時に当該収納した金額 
により計上しています。また、2回目以降保険料は、契約応当日が
到来している契約のうち、保険料の収納があったものについては、収
納時に当該金額により、未収保険料については、回収が確実と見
込まれる金額により計上しています。 

(2)保険金等支払金に係る費用計上 
保険金等支払金は、保険約款に基づく支払事由が発生し、当 
該約款に基づいて算定された金額を支払った契約について、支払
時に当該金額により計上しています。なお、支払備金は、保険業
法第117条及び保険業法施行規則第211条の47に基づき、
期末時点において支払義務が発生しているもの、または、支払事
由が未報告でありながら支払事由が既に発生していると認められる
もののうち、それぞれ支払いが行われていないものについて計上して
います。 

 

1.収益及び費用に関する内訳 
(1)正味収入保険料 
保険料、再保険返戻金及び 
その他再保険収入の合計額            286,024千円 
再保険料及び解約返戻金等の合計額      14,867千円 
差引                                                            271,156千円 
 

(2)正味支払保険金 
保険金等                       746,020千円 
回収再保険金                             ― 
差引                           746,020千円 
 

(3)支払備金繰入額(△は支払備金戻入額） 
支払備金繰入額 
（出再支払備金繰入額控除前）      △477,986千円 
同上に係る出再支払備金繰入額                ― 
差引                       △477,986千円 
 

(4)責任準備金繰入額(△は責任準備金戻入額） 
普通責任準備金繰入額 
（出再責任準備金繰入額控除前）            △11,800千円 
同上に係る出再責任準備金繰入額               ― 
差引（イ）                      △11,800千円 
異常危険準備金繰入額（ロ）            8,471千円 
計（イ＋ロ）                      △3,328千円 

 
2.重要な収益及び費用の計上基準 

同左 
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2022年度 2023年度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.関連当事者との取引に関する注記 

 
 
4. 1株当たりの当期純損失は2,431円91銭です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

3.固定資産の減損損失 
(1) 資産をグルーピングした方法 
当社の事業は、少額短期保険事業のみの単一事業であり、全社一
体としてグルーピングを行っています。 
(2) 減損損失の認識に至った経緯 
ペット保険事業本格展開を中止する決定に伴い、著しい収益性の
低下が見込まれることから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失として特別損失に計上しています。 
(3) 減損損失を認識した資産グループと減損損失計上額の固定資
産の種類ごとの内訳                                    

 
(4) 回収可能価額の算定方法 
資産グループの回収可能価額は使用価値によって測定しています
が、将来キャッシュ・フローがマイナスのため、回収可能価額をゼロとして
評価しています。 
 
4.関連当事者との取引に関する注記 

 
 
5.1株当たりの当期純損失は10,507円27銭です。 
 

取引金額
（千円） 科目 期末残高

(千円）

親
会
社

アフラック
生命保険
株式会社

被所有
直接100％

設立時発行
株式の引受

設立時発行
株式の引受 740,000 - -

属
性

会社等
の名称

議決権等
の所有

関連当事者
との関係

取引の
内容

少額短期保険事業 東京都新宿区 23,839 30,476 612,367 51,775 718,458

その他の
無形固定資産

（千円）

合計
（千円）用途 場所 建物等

(千円）
ソフトウェア
（千円）

のれん
（千円）

親
会
社

アフラック
生命保険
株式会社

被所有
直接100％

増資
の引受

増資
の引受 1,570,000 - -

取引金額
（千円） 科目 期末残高

(千円）
属
性

会社等
の名称

議決権等
の所有

関連当事者
との関係

取引の
内容
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（３）株主資本等変動計算書 
 ①2022年度                                                                         (単位︓千円) 

 
※2022年12月18日に、資本金の額を250,000千円まで減額し、資本準備金に振り替えています。 
 

 ②2023年度                                                                         (単位︓千円) 

 
 

(株主資本等変動計算書に関する注記) 

2022年度 2023年度 
1.発行済株式の種類及び総数に関する事項 
                                   （単位︓株） 

  
当期首 
株式数 

当期 
増加株式数 

当期 
減少株式数 

当期末 
株式数 

発行済株式         

  普通株式 74,000 - - 74,000 

 
2.当年度中に行った剰余金の配当に関する事項 
該当事項はありません。 
 

3.基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が 
翌事業年度となるもの 
該当事項はありません。 

1.発行済株式の種類及び総数に関する事項 
                                   （単位︓株） 

  
当期首 
株式数 

当期 
増加株式数 

当期 
減少株式数 

当期末 
株式数 

発行済株式         

  普通株式 74,000 157,000 - 231,000 

 
2.当年度中に行った剰余金の配当に関する事項 
同左 
 

3.基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が 
翌事業年度となるもの 
同左 

 

その他
利益剰余金

繰越
利益剰余金

当期首残高（会社設立時） 370,000 370,000 370,000 740,000 740,000

当期変動額

減資（※） △ 120,000 120,000 120,000 - -

当期純損失（△） △ 179,960 △ 179,960 △ 179,960 △ 179,960

当期変動額合計 △ 120,000 120,000 120,000 △ 179,960 △ 179,960 △ 179,960 △ 179,960

当期末残高 250,000 490,000 490,000 △ 179,960 △ 179,960 560,039 560,039

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

株主資本

純資産
合計資本

準備金
資本剰余金

合計
利益剰余金

合計

その他
利益剰余金

繰越
利益剰余金

当期首残高 250,000 490,000 490,000 △ 179,960 △ 179,960 560,039 560,039
当期変動額

新株の発行 785,000 785,000 785,000 1,570,000 1,570,000
当期純損失（△） △ 1,543,267 △ 1,543,267 △ 1,543,267 △ 1,543,267

当期変動額合計 785,000 785,000 785,000 △ 1,543,267 △ 1,543,267 26,733 26,733
当期末残高 1,035,000 1,275,000 1,275,000 △ 1,723,228 △ 1,723,228 586,771 586,771

株主資本

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本

準備金
資本剰余金

合計
利益剰余金

合計
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（４）キャッシュ・フロー計算書                                                  （単位︓千円） 

 

(キャッシュ・フロー計算書に関する注記) 

2022年度 2023年度 
1. 現金及び現金同等物の範囲 
キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物は、手許現

金、随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ価
値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から満期日または
償還日までの期間が３か月以内の定期預金等の短期投資からなっ
ています。 
 
2. 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係は次のとおりです。 

 
現金及び預貯金                     491,865 千円 
預入期間が3か月を超える預金                                    － 千円 
現金及び現金同等物                                        491,865 千円 

 

1. 現金及び現金同等物の範囲 
同左 
 
 
 
 
 
2. 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係は次のとおりです。 

 
現金及び預貯金                     866,134 千円 
預入期間が3か月を超える預金                                    － 千円 
現金及び現金同等物                                         866,134 千円 
 

営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益（△は損失） △ 179,864 △ 1,542,317
減価償却費 12,946 57,389
減損損失 - 718,458
支払備金の増減額（△は減少） △ 74,521 △ 476,319
責任準備金の増減額（△は減少） 11,109 △ 3,328
支払利息 2,358 12,487
その他資産（除く投資活動関連、財務活動関連）の増減額（△は増加） △ 44,109 20,343
代理店借の増減額（△は減少） 481 △ 1,103
その他負債（除く投資活動関連、財務活動関連）の増減額（△は減少） 40,670 67,579
　　　　小　　　　　　　計 △ 230,928 △ 1,146,810
利息の支払額 △ 2,358 △ 12,487
法人税等の支払額 - △ 96

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 233,287 △ 1,159,395
投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 14,847 △ 4,192
無形固定資産の取得による支出 - △ 32,142
事業譲受による支出 0 - 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 14,847 △ 36,335
財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 740,000 1,570,000
財務活動によるキャッシュ・フロー 740,000 1,570,000

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 491,865 374,269
現金及び現金同等物期首残高 - 491,865
現金及び現金同等物期末残高 491,865 866,134

2022年度 2023年度科目
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（５）ソルベンシー・マージン比率                                                （単位︓千円） 

 
  

2022年度 2023年度

560,334 595,538

560,039 586,771

- -

295 8,767

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

5,066 54,220

保険リスク相当額 8 51,689

一般保険リスク相当額　　　　　　　　　　　　　　　Ｒ1 8 51,689

巨大災害リスク相当額　　　　　　　　　　　　　　　Ｒ4 - -

資産運用リスク相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｒ2 4,918 8,661

価格変動等リスク相当額 - -

信用リスク相当額 4,918 8,661

子会社等リスク相当額 - -

再保険リスク相当額 - -

再保険回収リスク相当額 - -

経営管理リスク相当額    　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｒ3 147 1,810

22,119.2% 2,196.7%

④　一般貸倒引当金

(A)　ソルベンシー・マージン総額

①　純資産の部合計（繰延資産等控除後の額）

②　価格変動準備金

③　異常危険準備金

⑤　その他有価証券の評価差額（税効果控除前）（99％又は100％）

⑥　土地含み損益（85％又は100％）

⑦　契約者配当準備金の一部（除、翌期配当所要額）

⑧　将来利益

⑨　税効果相当額

⑩　負債性資本調達手段等

（C）ソルベンシー・マージン比率 　[(A)/｛(1/2)×(B)｝]×100

告示（第14号）第2条第3項第5項イに掲げるもの(⑩a)

告示（第14号）第2条第3項第5項ロに掲げるもの(⑩b)

(B)　リスクの合計額√[Ｒ1
2+Ｒ2

2]+Ｒ3+Ｒ4
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ソルベンシー・マージン比率とは 

●少額短期保険業者は、保険事故発生の際の保険金支払等に備えて準備金を積み立てていますが、巨大災害の発生 
や、少額短期保険業者が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発生した場合でも、十分な
支払能力を保持しておく必要があります。 
 

●「通常の予測を超える危険」を示す「リスクの合計額」に対する「少額短期保険業者が保有している資本金・準備金等の
支払余力」（すなわちソルベンシー・マージン総額）の割合を示す指標として、保険業法等に基づき計算されたものが、「ソ
ルベンシー・マージン比率」です。 

 
●「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額をいいます。 

①保険引受上の危険（一般保険リスク）: 保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危険
（巨大災害に係る危険を除く） 
②資産運用上の危険（資産運用リスク）: 保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動す 

ることにより発生し得る危険等 
③経営管理上の危険（経営管理リスク）: 業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①～② 
および④以外のもの 

④巨大災害に係る危険（巨大災害リスク）: 通常の予測を超える巨大災害（関東大震災や伊勢湾台風相当）に
より発生し得る危険 

 
●「少額短期保険業者が保有している資本金・準備金等の支払余力」（ソルベンシー・マージン総額）とは、少額短期保  

険業者の純資産、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金等）、土地の含み益の一部等の総額です。 
 
●ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が少額短期保険業者を監督する際に活用する客観的な判断指標の１つです 

が、その数値が200%以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされています。 

 

 

 

 

 

〒163-0416  東京都新宿区西新宿 2-1-1 新宿三井ビル 16 階 

URL  https://www.aflacpet.co.jp/ 
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